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あ な た の 声 を お 聞 か せ く だ さ い  

庄原市行政経営改革大綱
たいこう

の策定に向けた 

《市民アンケート》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調 査 の お 願 い 

この調査は、「第２期庄原市行政経営改革大綱(計画)」の策定に役立てるため、市民の中

から無作為
む さ く い

に抽
ちゅう

出
しゅつ

した18歳以上の方3,000人を対象に、無記名回答で行います。 

集計結果は公表しますが、個人に関する情報が公表されることはありません。 

お忙
いそが

しいところ誠に恐縮ですが、調査の趣旨
し ゅ し

をご理解のうえ、ご協力をお願いします。 

 

平成25年７月                    庄 原 市 

記 入 に あ た っ て の お 願 い 

・ 封筒の宛名
あ て な

の方が答えられない場合は、ご家族の方がお答えください。 

・ 回答は設問ごとの指示に従い、該当番号に○印をつけてください。設問によって 

○印を付ける数が異なりますので、ご注意ください。 

・ この調査票は、同封した返信用の封筒に入れ、切手を貼らずに７月17日（水）までに 

ご投函
とうかん

ください。ご不明な点がございましたら、下記までお問合せください。 

 

＜連絡先＞ 庄原市 企画課 政策推進係  

TEL：0824-73-1112（直通)  FAX：0824-72-3322 

            行政経営改革大綱とは？              

市役所の組織機構や職員数、事業などの見直しや制度改善を行い、「コスト削減」や「効

率的なサービス提供」などを進めるための計画です。 

庄原市では、平成17年度に「庄原市行政経営改革大綱」を策定し、「職員数の削減」や

「公共施設の指定管理」「使用料の見直し」などに取り組み、５年間の累計で約124億円の

歳出（支出）削減を実現してきました。 
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資料１ 前期行政経営改革でのおもな実績 
 

【庄原市職員の給与総額の推移】（単位：億円）   【庄原市の指定管理施設の推移】（単位：施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 庄原市の財政状況 
 

【歳入総額に占める依存財源の推移】（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市債
し さ い

(借金)残高の推移】（単位：億円）      【扶助費
ふ じ ょ ひ

(住民福祉を支える経費)の推移】（単位：億円） 
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○依存財源とは、 

国・県の基準に基づいて交付された

り割り当てられる財源で、地方交付

税、国庫支出金、市債等が該当します。 

 庄原市では、総歳入（収入）の約 80％

が依存財源です。 

 

○自主財源とは、 

市が自ら得る財源で、市税、使用料、

手数料等が該当します。 
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依存財源額

自主財源額

指定管理は、公共施設の管理や運用を民間団体へ委託

し、民間のノウハウを活用しながら市民サービスの向上

や経費の節減を図るものです。 
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資料３ 庄原市と県内他市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．１人当たりの国民健康保険税(料)（年額） 

(平成22年度調定額)     単位：円 

№ 市名 金額 備考 

1 府中市 66,725  

2 庄原市 70,104  

3 竹原市 77,552  

4 尾道市 82,212  

5 安芸高田市 82,577  

6 東広島市 83,384  

7 三次市 84,693  

8 江田島市 86,745  

9 福山市 88,741  

10 広島市 90,835  

11 大竹市 90,838  

12 呉市 90,860  

13 廿日市市 91,246  

14 三原市 93,895  

 

５．介護保険料（月額）(平成22年度調定額) 

(65歳以上の基準額)        単位：円 

№ 市名 金額 備考 

1 廿日市市 4,710  

2 大竹市 4,827  

3 三原市 4,960  

4 呉市 5,000  

5 東広島市 5,250  

6 竹原市 5,340  

7 尾道市 5,392  

8 江田島市 5,400  

9 福山市 5,500  

10 広島市 5,537  

11 庄原市 5,686  

12 三次市 5,751  

13 安芸高田市 6,000  

14 府中市 6,025  

 

２．指定管理者の導入率 

（概数）（平成25年４月） 

(指定管理施設数/公の施設数) 単位：％ 

№ 市名 導入率 導入施設 

1 呉市 51.69 276 

2 庄原市 46.25 185 

3 府中市 45.16 84 

4 大竹市 41.76 71 

5 三次市 39.34 238 

6 廿日市市 36.87 198 

7 東広島市 35.30 305 

8 福山市 30.79 149 

9 竹原市 30.72 166 

10 広島市 28.71 607 

11 安芸高田市 28.62 79 

12 尾道市 28.20 161 

13 江田島市 24.54 121 

14 三原市 3.47 14 

 

１．自主財源比率（平成22年度） 

(歳入に占める自主財源の割合)単位：％ 

№ 市名 比率 備考 

1 福山市 54.4  

2 広島市 53.8  

3 大竹市 52.7  

4 東広島市 51.4  

5 呉市 45.7  

5 尾道市 45.7  

7 廿日市市 44.8  

8 三原市 41.4  

9 竹原市 41.0  

10 府中市 36.9  

11 江田島市 28.6  

12 三次市 23.7  

13 安芸高田市 19.8  

14 庄原市 17.0  

 

４．市民１人当たりの単独補助金 

(平22年度決算/平23.3人口) 単位：円 

№ 市名 金額 備考 

1 庄原市 29,581  

2 府中市 22,547  

3 大竹市 18,691  

4 三次市 17,548  

5 安芸高田市 17,110  

6 江田島市 13,041  

7 三原市 7,403  

8 尾道市 7,174  

9 東広島市 5,844  

10 廿日市市 4,906  

11 呉市 4,730  

12 広島市 4,673  

13 竹原市 4,422  

14 福山市 4,106  

 

３．ラスパイレス指数（平成24年度） 

(国の平均を100としたときの給与水準)  

№ 市名 指数 参考値 

1 竹原市 111.0 102.6 

2 尾道市 109.8 101.5 

3 東広島市 109.1 100.8 

3 安芸高田市 109.1 100.8 

5 福山市 108.9 100.6 

6 府中市 107.9 99.7 

7 大竹市 107.2 99.0 

8 呉市 106.6 98.5 

8 三次市 106.6 98.5 

10 三原市 106.3 98.3 

11 廿日市市 105.3 97.4 

12 庄原市 104.5 96.6 

13 江田島市 103.6 95.7 

＊ 広島市を除く 

＊ 参考値：国の減額前給料を対象に算

出した数値 
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地方
交付税

税金
使用
料

国・県
補助金

将来こうなる
可能性も・・・

現　在

市独自の財源が少なく

不安定な収入

支　出
（必要な経費）

収　入

税金
使用
料

国・県
補助金

自治体経営は、「収入と支出のバランスを保つこと」が基本です。

行政経営改革の考え方行政経営改革の考え方

だから
行政経営改革！財政の健全化 事務事業の見直し

  サービスの質の吊り上げ（向上）
  「同じサービスであれば、コストを削減」
  「同じコストであれば、サービスを向上」

税金
使用
料

国・県
補助金

○収入の確保
　・税や使用料等の見直し
　・税や使用料等の滞納解消
　・財産の売却や賃貸　など

○支出の抑制
　・事業の終了や縮減
　・事業の統合や効率化
　・総人件費の抑制　など

考えられることは

地方
交付税

地方
交付税

※

施設・道路の維持費や
扶助費(住民福祉を支える経費)

などの負担増


